
行政書士法人設立案内  

 

北海道行政書士会 

 

１．概 要 

行政書士法人は、行政書士の業務を行うことを目的として、行政書士が設立する法人で

あり（法第１３条の３）、その主たる事務所の所在地において設立の登記をすることに

よって成立する（法第１３条の９）。 

 

２．行政書士法人の手引 

   行政書士法人の設立手続及び運営に関する留意点等をまとめたものを、日本行政書士会

連合会ホームページに掲載されていますので、内容をご確認下さい。 

 

３．行政書士法人の「届出」 

   行政書士法人は、成立したとき、定款を変更したとき、他の行政書士法人との合併以外

の事由により解散したとき又は合併したときは、その日から２週間以内に、その旨を主

たる事務所の所在地の行政書士会を経由して、日本行政書士会連合会へ届け出る義務が

発生する（法第１３条の１０第１項、第１３条の１１、第１３条の１９第３項、第１３

条の２０第３項）。 

 

４．手続の手順 

   詳細は「行政書士法人の手引」を参照下さい。 

 

           ・ 社員資格証明書の取得 <所属行政書士会に申請(手数料 @\2,000)> 

           ・ 事務所の名称 
            (1)  「事務所の名称に関する指針」を参照 
            (2)  同一名称存否の確認（日行連ＨＰの検索機能より） 

     

 

 

               

             登記した日 ＝ 法人成立 ＝ 行政書士会の入会日 

       

成立の日から２週間以内に届出 

社員及び使用人となる会員の「行政書士変更登録」の手続き 

社員となる行政書士 

定款を作成 

定款の認証 

設立の登記 

成立の届出 



成 立 の 届 出 

 

（１）行政書士法人成立届出書    ＜原本３通＞  

① 定款に記載がある情報：住所表記や氏名表記等省略せず、そのまま正確に記載。 

② 社員の出資額：信用出資や労務出資の場合には、定款に記載したその「評価基準額」を

記載。 

③ 事務所の名称：本項目は定款に記載されない情報である。「行政書士法人の手引」の該当

記載箇所及び「事務所名称の指針」を参照。 

（２）登記簿の謄本        ＜原本２通・写し１通＞ 

（３）定款の写し         ＜３通（複写機によるコピー可）＞ 

（４）法人職印届         ＜１通＞ 

（５）ＦＡＸ番号（事務所）届出書 ＜１通＞ 

（６）諸費用 

   ① 届出手数料        20,000円 

   ② 入 会 金        200,000円 

   ③ 会費（月額 6,000円、３ヶ月分） 18,000円 

 

 

 

 

【社員及び使用人となる会員の「行政書士変更登録」手続き】 

 

１ 行政書士変更登録申請書 

 （１）提出する年月日を記入する。 

 （２）会長名は本会でゴム印を押印する。 

 （３）登録番号、登録年月日を記入する。 

 （４）変更事項欄は、変更のあった事項にチェックを記入し、その事項にのみ記入する。 

     氏名：戸籍抄本の記載のとおり楷書で記入する。 

     本籍：外国人の場合は、国籍名のみとすること。 

     住所：都道府県名から略記せずに正しく記入する。例えば、「５番４号」を「５－４」

等と省略しない（政令都市の場合は、都道府県名は不要） 

     事務所の名称：事務所名称の登録がない方は、「旧」欄は空欄とし、「新」欄に記入する。 

     事務所の所在地：① 字、町、番地まで記入し、ビル等の場合は、○○ビル○階等と記

入する。 

             ② 「住所」と「事務所の所在地」が同一であっても「同上」「〃」 

とせず、それぞれ記入する。 

 （５）提出部数 ３通 

     １部を記入し、その他の部数はコピーで可とします。印鑑はそれぞれ押印してください。 

 （６）申請書の左余白に捨印を押してください。 



２ 添付書類 

（※以下に記載する添付書類のほか、登録調査委員会の求めに応じて、追加書類が必要な場合があ

ります。） 

 （１）属性変更の場合 

     ①・行政書士法人の社員になる場合 

        定款の写し コピー ３通 

      ・行政書士又は行政書士法人の使用人になる場合 

        雇用契約書 コピー ３通【原本提示】 

     ② 顔写真（裏面に氏名を記入する） １枚 

       ・無帽、正面、上三分身、無背景 

       ・縦 3cm×横 2.5cm 

       ・撮影後３ヶ月以内 

     ③ 行政書士証票 

        新行政書士証票の交付は、日行連で変更登録の手続き完了後となるので本会から

連絡します。そのときに送付してください。 

 （２）氏名変更の場合 

     ① 戸籍抄本（発行日以降３ヶ月を経過していないもの。） 

               原 本 １通 

               コピー ２通 

     ② （旧姓使用の場合）職名使用届又は職名廃止届 

               原 本 １通 

               コピー ２通 

     ③ 行政書士登録証（登録証明書） 原 本 

         新行政書士登録証の交付は、日行連で変更登録の手続き完了後となるので本会

から連絡します。そのときに送付してください。      

④ 顔写真（裏面に氏名を記入する） ３枚 

       ・無帽、正面、上三分身、無背景 

       ・縦 3cm×横 2.5cm 

       ・撮影後３ヶ月以内 

     ⑤ 行政書士証票 

        新行政書士証票の交付は、日行連で変更登録の手続き完了後となるので本会から

連絡します。そのときに送付してください。 

     ⑥ 携帯用会員証 

        新会員証の交付は、日行連で変更登録の手続き完了後となるので本会から連絡し

ます。そのときに送付してください。 

 （３）本籍変更の場合 戸籍抄本（発行日以降３ヶ月を経過していないもの。） 

            原 本 １通 

            コピー ２通 

  



（４）住所変更の場合 住民票の写し（発行日以降３ヶ月を経過していないもの。） 

            原 本 １通 

            コピー ２通 

 （５）事務所の名称変更の場合 

     ① 顔写真（裏面に氏名を記入する） ３枚 

       ・無帽、正面、上三分身、無背景 

       ・縦 3cm×横 2.5cm 

       ・撮影後３ヶ月以内 

     ② 行政書士証票 

        新行政書士証票の交付は、日行連で変更登録の手続き完了後となるので本会から

連絡します。そのときに送付してください。 

 （６）事務所の所在地変更の場合 

     ① 事務所の所在確認のための提出書面一覧 

事務所とする 

建物の権利関係 
事務所の形態 

事務所の所有権・ 

使用権を証する書面 

自己の所有 

自宅兼事務所 Ａ 

自宅以外独立事務所 Ａ 

共同・合同事務所 Ａ・Ｄ 

親族の所有 

（血族二親等及び 

姻族一親等まで） 

自宅兼事務所 Ａ・Ｂ 

自宅以外独立事務所 Ａ・Ｂ又はＡ・Ｃ 

共同・合同事務所 Ａ・Ｂ・Ｄ又はＡ・Ｃ・Ｄ 

 

他人の所有 

 

自宅兼事務所 Ａ・Ｂ・Ｃ 

自宅以外独立事務所 Ａ・Ｂ・Ｃ 

共同・合同事務所 Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ 

記号の説明 

Ａ 建物登記簿謄本又は固定資産評価証明書等 

（発行日以降３ヶ月を経過していないもの。建物所有者の住所・氏名の記載があるもの） 

Ｂ 使用承諾書等 

Ｃ 賃貸借・使用貸借契約書の写し【原本提示】 

賃貸借人から転貸借する場合は、Ａ、Ｃの他に転貸借契約書の写し【原本提示】又

は使用承諾書及び建物所有者の使用承諾書 

Ｄ 共同・合同事務所届出書（提出部数は３部） 

・共同事務所：行政書士が複数で、同一室内に事務所を設置する場合 

・合同事務所：行政書士が他士業者と、同一室内に事務所を設置する場合 

その他の事由で必要とする書面 

・マンションの場合は、管理組合の事務所設置を承諾する書面 

・相続による所有権移転登記をされていない場合は、建物の「固定資産評価証明書」 

及び当該納税義務者の「使用承諾書」 

・建物表示登記がされていない場合は、「建築確認通知書」又は「建築検査済証」の 

写し【原本提示】 



・住居表示変更証明書について、建物登記簿謄本の所在地と住居表示が異なってい

る場合、市町村長の「住居表示変更証明書」 

・保存年数の経過により、「住居表示変更証明書」が交付されない場合は、申請者の

「申立書」他、登録調査委員会の求めによって、添付書類の追加提出を依頼する場

合があります。 

② 事務所の位置図・平面図 各２部 

       位置図 目標となる最寄りの駅、停留所等から事務所予定地までの略図。方位を書

くこと。 

       平面図 ・事務所のある建物全体の見取図（マンション・ビル内の場合は同階全体）

を、入口から事務所までの通路を記入し、事務所の位置を明示する。 

           ・方位、長さ（縮尺）を必ず記入し、事務所内の机・イス、内部の事務機

器等の配置を記載すること。 

           ・他の行政書士又は類似士業の合同事務所等複数の事務所が同居するよう

な場合には、上記の他、当該申請者の位置が確認できること。 

           ・法人等の建物内（士業資格を必要とする法人等は除く）に、行政書士事

務所を設置するような場合には、位置、区画、入り口等が明確に区分さ

れた形態となっており、行政書士業務を行う事務所としての独立性が確

保されていること。 

           ・自宅等内に事務所を設置するような場合には、居住空間を通らずに入り

口から直接事務所とする部屋に行けることが確認できること。 

     ③ 事務所の外観及び内部の写真（法人等の建物内に事務所を設置する場合、及び登録

調査委員会が必要と認める場合） 

       外観の写真 ・事務所のある建物全体の写真 

             ・入り口付近で表札の掲示場所を表示した写真 

       内部の写真 ・机、事務機器などの配置（予定）がわかる写真 

     ④ 他士業の兼業者（実際に開業して業務を行っている者）は、「事務所所在地」の記

載のある他士業の証明書（登録証明書、登録証票、会員証の写し等） 

     ⑤ 顔写真（裏面に氏名を記入する） ３枚 

       ・無帽、正面、上三分身、無背景 

       ・縦 3cm×横 2.5cm 

       ・撮影後３ヶ月以内 

     ⑥ 行政書士証票 

        新行政書士証票の交付は、日行連で変更登録の手続き完了後となるので本会から

連絡します。そのときに送付してください。 

     ⑦ 携帯用会員証 

        新会員証の交付は、日行連で変更登録の手続き完了後となるので本会から連絡し

ます。そのときに送付してください。 

     ⑧ ＦＡＸ番号（事務所）届出書 

        ＦＡＸ番号が変更の場合 



３ 変更手数料  ４，０００円 

  （他の単位会より移転の場合） 

     変更手数料    ５，０００円 

     入 会 金  ２００，０００円 

     会   費   １８，０００円（３ヶ月分前納） 

 

４ 住居表示による地番等のみの変更 

   住所及び事務所の移転がなく、住居表示により地番等だけが改正の場合 

     ① 行政書士変更登録申請書 ３部 

     ② 市区町村長の発行する住居表示変更証明書等 １通 

       事務所の所在地の場合は、①、②に次の書類を添付する。 

     ③ 顔写真（裏面に氏名を記入する） ３枚 

       ・無帽、正面、上三分身、無背景 

       ・縦 3cm×横 2.5cm 

       ・撮影後３ヶ月以内 

     ④ 行政書士証票 

        新行政書士証票の交付は、日行連で変更登録の手続き完了後となるので本会から

連絡します。そのときに送付してください。 

     ⑤ 携帯用会員証 

        新会員証の交付は、日行連で変更登録の手続き完了後となるので本会から連絡し

ます。そのときに送付してください。 

   手数料は不要です。 

５ 電話番号のみの変更 

   住所又は事務所の移転がなく、電話番号のみが変わった場合は、「行政書士変更登録申請書」

３通を提出してください。 

   添付書類及び手数料共に不要です。 

６ 申請書類及び登録手数料等送付先 

   送付先  北海道行政書士会 

        〒０６０－０００１  

札幌市中央区北１条西１０丁目１番６ 北海道行政書士会館 

０１１－２２１－１２２１ 

 

   振込先  口座名義 北海道行政書士会 

        金融機関 北洋銀行本店    （普通） ０７４２６５１ 

             北洋銀行札幌南支店 （普通） ０５７０３４４ 

             北洋銀行札幌営業部 （普通）  ３８９４４４ 

             北海道銀行本店   （当座）   １９１１６ 

             ゆうちょ銀行    （振替） ０２７３０－０－８２２４ 

 


